
議案の概要と審議結果　（賛成・・・○、反対・・・×）
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自無ク 公明 共産 民無ク 新宿会 社　民 元気会 議決結果
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平成27年度新宿区一般会計補正予算（第5号）

補正予算額：21億0,706万5千円、補正後予算額：1,465億7,672万2千円
補正の理由:賃貸物件を活用し大久保三丁目西開発地区に私立認可保育所を整備するために要する経費、
保育サービス事業者における保育人材のキャリアアップを支援するために要する経費、都制度を活用しサービ
スの質の向上を図るため子ども園等への施設型給付等を増額するために要する経費、全ての妊婦を対象とし
た出産・子育てに関する不安軽減を目的とした相談体制の強化に要する経費、学校における児童生徒への教
育指導の充実や学習状況の改善を目的に区独自の学力調査を実施するために要する経費、公職選挙法改正
に伴い選挙人名簿システムを導入するために要する経費、仮称漱石山房記念館の建設の労務単価等の見直
しに伴う工事費の増、財政調整基金積立金、国・都支出金の収入超過に伴う返納金 等を計上

平成27年度新宿区国民健康保険特別会計補正予算（第2号）
補正予算額：2億0,203万4千円、補正後予算額：429億7,374万8千円
補正の理由：国庫支出金・療養給付費等交付金・都支出金の収入超過に伴う返納金を計上

平成27年度新宿区介護保険特別会計補正予算（第2号）
補正予算額：7億5,380万1千円、補正後予算額：235億4,121万2千円
補正の理由：介護給付準備基金積立金、第1号被保険者保険料の過誤納還付金の減、国庫支出金・支払基
金交付金・都支出金の収入超過に伴う返納金を計上

平成27年度新宿区後期高齢者医療特別会計補正予算（第2号）
補正予算額：2,791万1千円、補正後予算額：67億1,453万1千円
補正の理由：平成26年度保険料等納付金・平成26年度保険料軽減措置納付金確定に伴う広域連合への納付
金を計上

会派略称
自無ク＝自由民主党・無所属クラブ
共　産＝日本共産党新宿区議会議員団
新宿会＝新宿区民の会
元気会＝日本を元気にする会新宿

公　明＝新宿区議会公明党
民無ク＝民主党・無所属クラブ
社　民＝社民党新宿区議会議員団

議　案　名 概　　要

平成26年度新宿区介護保険特別会計歳入歳出決算 歳入：222億5,248万7,202円
歳出：214億9,975万9,720円　　　　　　差引額：7億5,272万7,482円

平成26年度新宿区後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 歳入：65億3,196万6,484円
歳出：64億9,115万7,533円　　　　　　　差引額：4,080万8,951円
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新宿区における個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例
社会保障・税番号制度の導入に係る行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
法律の施行に伴い、新宿区における個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関し必要な事項を定める。

新宿区自動交付機の利用に関する条例の一部を改正する条例
社会保障・税番号制度の導入に係る行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
法律の施行及び住民基本台帳法の改正に伴い、自動交付機において個人番号カードを利用できるよう定める
とともに、住民基本台帳カードに係る規定を削除する。

新宿区立子ども園条例の一部を改正する条例

決
算

（
4
件

）

平成26年度新宿区一般会計歳入歳出決算 歳入：1,391億0,585万3,866円
歳出：1,350億8,866万0,299円　　　　差引額：40億1,719万3,567円

平成26年度新宿区国民健康保険特別会計歳入歳出決算 歳入：357億1,044万4,143円
歳出：351億7,425万2,246円　　　　　　差引額：5億3,619万1,897円

保育所や他の子ども園との均衡を図るため、四谷、あいじつ及び西新宿の各子ども園における2号・3号認定利
用(保育認定を受けた子どもの利用)に係る保育・教育の実施基準について、区内住所要件を廃止する。

その他
（1件）

公の施設の区域外設置について

公の施設の区域外設置について、地方自治法第244条の3第1項の規定に基づき、渋谷区と協議する。
(1)施設の名称
　　　特別区道11-220
(2)設置理由
　　　特別区道の区域変更(編入)を行うため
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× × ○ × × × × 否決

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
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条例の制定
（1件）

新宿区介護サービス事業者に対する人材確保・定着・育成支援補
助金の交付に関する条例

区内の介護施設職員が安心して就労できる環境づくりを推進するとともに、拡大する介護ニーズに的確に対応
し、質の高いサービスを安定的・継続的に確保する。

意
見
書

（
3
件

）

地方税財源の拡充に関する意見書

固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継続を求める意見書

　東京都独自の施策として定着している固定資産税及び都市計画税の軽減措置について廃止されることとなる
と、小規模事業者の経営や生活は更に厳しいものになり、ひいては地域社会の活性化のみならず、日本経済
の回復に大きな影響を及ぼすことにもなる。固定資産税及び都市計画税に係る、下記の軽減措置について平
成２８年度以後も継続されるよう要望する。
１　小規模住宅用地に対する都市計画税を２分の１とする軽減措置
２　小規模非住宅用地に対する固定資産税及び都市計画税を２割減額する減免措置
３　商業地等における固定資産税及び都市計画税について、負担水準の上限を６５％に引き下げる減額措置

　地方自治体が責任を持って充実した住民サービスを提供していくためには、需要に見合った財源の確保が
不可欠であり、地方財政が抱える巨額の財源不足という問題は、限られた地方税財源の中での財源調整では
根本的な解決を図ることはできないものである。新宿区議会は、国会及び政府に対し、地方税の根本原則をゆ
がめる地方法人特別税・地方法人特別譲与税と法人住民税の国税化を直ちに撤廃して地方税として復元する
とともに、不合理な偏在是正措置を新たに導入することなく、地方が担う権限と責任に見合う地方税財源の拡
充という本質的な問題に取り組むよう強く要請する。

地方創生に係る新型交付金等の財源確保を求める意見書

　将来にわたっての「人口減少問題の克服」と「成長力の確保」の実現のためには、総合戦略の政策パッケージ
を拡充強化し、「地方創生の深化」に取り組むことが必要であり、政府に対し、地方創生の深化に向けた支援と
して、下記の事項について実現するよう強く要請する。
１　地方財政措置における「まち・ひと・しごと創生事業費」と各府省の地方創生関連事業・補助金、さらには新
型交付金の役割分担を明確にするとともに必要な財源を確保すること。
２　平成２７年度に創設された「まち・ひと・しごと創生事業費（１兆円）」については、地方創生に係る各自治体
の取り組みのベースとなるものであるから使途につき自治体の自主性を認め、恒久財源を確保の上、５年間は
継続すること。
　　また、算定にあたっては、今後徐々に取組みの成果（成果指標）による算定方式にシフトするとされている
が、条件不利地域や財政力の弱い町村において、人口減少の克服・地方創生の目的を達成するためには、長
期にわたる取り組みが必要であることを十分考慮すること。
３　平成２８年度に創設される新型交付金については、平成２６年度補正予算に盛り込まれた「地方創生先行型
交付金」以上の額を確保するとともに、その活用については、例えば人件費やハード事業等にも活用できるな
ど、自治体の自主性に配慮すること。
４　新型交付金事業に係る地元負担が生じる場合は、各自治体の財政力などを勘案の上、適切な地方財政措
置を講ずるなど意欲のある自治体が参加できるよう配慮すること。

○ ○ ○ ○ 可決○ ○ ○
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